
令和５年度宇城市地域おこし協力隊補助金交付要綱 

 （趣旨） 

第１条 市長は、宇城市地域おこし協力隊の隊員が行う地域振興活動に要す

る経費に対し予算の範囲内において宇城市地域おこし協力隊補助金（以下

「補助金」という。）を交付するものとし、その交付については、宇城市

補助金等交付規則（平成１７年宇城市規則第４９号。以下「規則」という。）

に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。  

 （補助対象者） 

第２条 補助金交付の対象者は、宇城市地域おこし協力隊設置要綱（平成３

０年宇城市告示第１７７号。以下「設置要綱」という。）第４条の規定に

より委嘱を受けた宇城市地域おこし協力隊の隊員（以下「隊員」という。）

とする。 

 （補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）

は、宇城市地域おこし協力隊事業（設置要綱第３条第２項及び第３項に規

定する地域おこし協力隊の活動をいう。）とする。 

 （補助対象経費） 

第４条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、前条

に掲げる事業のうち、次に定める経費とする。 

(1) 住居及び活動用車両の借上費 

(2) 隊員の活動に伴う軽微な改修費 

(3) 隊員の活動拠点の借上費及び光熱水費 

(4) 隊員の活動に必要な機器備品の借上費 

(5) 活動旅費等移動に要する経費 

(6) 作業道具、消耗品等に要する経費 

(7) 関係者間の調整、意見交換会等に要する事務的な経費 

(8) 隊員の研修受講に要する経費 

(9) 地域住民等との交流や地域おこしに資する取り組みに要する経費 

(10) 地域おこし協力隊員の定住又は定着に向けて必要となる環境整備

に要する経費 

(11) 外部アドバイザーの招へいに要する経費 

 （補助金の額） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費を合算した額とし、２００万円を上限

として予算の範囲内でこれを決定する。 

２ 前項の規定にかかわらず、設置要綱第７条第１項ただし書の規定により

活動報償費の支給を受ける隊員の補助金の額は、１５０万円を上限として

予算の範囲内でこれを決定する。 

３ 補助金の額に１，０００円未満の端数が生じる場合は、その額を切り捨



てるものとする。 

 （交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする隊員は、宇城市地域おこし協力隊補

助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添付して、市長に提出

しなければならないものとする。 

 (1) 活動計画書（様式第２号） 

 (2) 収支予算書（様式第３号） 

 （交付決定） 

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、速やかにその内容

を審査し、補助金の交付を決定したときは、宇城市地域おこし協力隊補助

金交付決定通知書（様式第４号）により、当該申請をした隊員に通知する

ものとする。 

 （変更申請） 

第８条 規則第９条第１項の別に定める変更事由は、次に掲げるとおりとす

る。 

 (1) 隊員が任期の中途においてその職を辞した場合 

 (2) その他市長が変更の必要を認める場合 

２ 規則第９条第１項の変更申請書は、宇城市地域おこし協力隊補助金変更

（中止・廃止）申請書（様式第５号）によるものとする。 

３ 市長は、前項の規定による申請があったときは、宇城市地域おこし協力

隊補助金変更交付決定通知書（様式第６号）により、当該申請をした隊員

に通知するものとする。 

 （申請の取下げ） 

第９条 規則第１０条第１項の規定により申請の取下げをすることができ

る期間は、交付決定の通知を受けた日から起算して６０日を経過する日ま

でとする。 

（実績報告） 

第１０条 隊員は、交付決定を受けた補助事業が完了したとき（補助事業の

中止の承認を受けた場合を含む。）は、その日から起算して３０日以内に

宇城市地域おこし協力隊補助金実績報告書（様式第７号）に次に掲げる書

類を添付して、市長に提出しなければならないものとする。 

 (1) 活動実績書 

 (2) 収支決算書 

 (3) 補助対象経費に係る領収書 

 （補助金額の確定） 

第１１条 前条の規定による実績報告があったときは、これを審査し、必要

に応じて現地調査を行い、適合すると認めたときは、補助金の額を確定し、

宇城市地域おこし協力隊補助金交付確定通知書（様式第８号）により通知



を行うものとする。 

 （補助金の請求） 

第１２条 規則第１８条第１項の請求書は、宇城市地域おこし協力隊補助金

請求書（様式第９号）によるものとする。 

（概算払） 

第１３条 補助金は、概算払により交付することができる。 

２ 概算払により補助金の交付を受けようとするときは、宇城市地域おこし

協力隊補助金（概算払）請求書（様式第１０号）によるものとする。 

 （証拠書類の保管） 

第１４条 規則第２６条に規定する証拠書類の保管期間は、補助金の交付を

受けた年度終了後５年間とする。 

 （交付決定の取消し） 

第１５条 隊員が次の各号のいずれかに該当するときは、当該隊員に係る交

付決定を取り消すことができる。 

 (1) 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

 (2) 隊員としての要件を満たさなくなったとき。 

 (3) 虚偽その他不正の手段により補助金等の交付を受けたとき。 

２ 前項の規定による交付決定の取消しがあった場合において、隊員が既に

補助金の交付（概算交付を含む。）を受けている場合は、直ちにその返還

を請求するものとする。 

 （雑則） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


